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株主各位

証券コード　3892

2026年８月３日

株 主 各 位
岡山市南区浜野１丁目４番34号

株式会社 岡 山 製 紙
　
代表取締役社長 宮 田 　 正 樹

【当社ウェブサイト】

https://okayamaseishi.co.jp/document/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】

https://d.sokai.jp/3892/teiji/

第185回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第185回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情
報（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インタ
ーネット上のウェブサイトに「第185回定時株主総会招集ご通知」と
して掲載しておりますので、次のいずれかのウェブサイトにアクセス
のうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に
「岡山製紙」または「コード」に当社証券コード「3892」を入力・検索
し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」に
ある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面
(郵送)により議決権を行使することができますので、お手数なが
ら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、後述のご案内に従
って2026年８月26日(水曜日)午後５時15分までに議決権を行使し
てくださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2026年８月27日(木曜日)午前10時
（受付開始 午前９時15分）

２．場 所 岡山市北区下石井２丁目６番１号
アークホテル岡山　３階　牡丹の間

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第185期(2025年６月１日から2026年５月31日まで)

事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名

選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役５名選任の件

４． 議決権行使についてのご案内

(1)　インターネットによる議決権行使の場合
　インターネットにより議決権を行使される場合には、後記（３頁
～４頁）の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧
のうえ、2026年８月26日(水曜日)午後５時15分までに行使してくだ
さい。

(2)　書面（郵送）による議決権行使の場合
　同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示いただ
き、2026年８月26日(水曜日)午後５時15分までに到着するようご返
送ください。なお、ご返送いただいた議決権行使書において、各議
案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
てお取扱いいたします。

(3)　インターネットと書面（郵送）により、重複して議決権を行使さ
れた場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使として
お取扱いいたします。また、インターネットによって複数回数、議
決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使
としてお取扱いいたします。

以　上
     

本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様には一律に従
前どおり書面でお送りしております。

記

（注）１.本株主総会にご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますよう、お願い申しあげます。

２.電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内
容を掲載することにより、お知らせいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了

承いただきますようお願い申しあげます。

１. 議決権行使ウェブサイトについて

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウ

ェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net

２. 議決権行使の方法について

（1）パソコンをご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載さ

れた「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の

案内に従って賛否をご入力ください。

なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、上

記アドレスに再度アクセスいただき、議決権行使書用紙に記載の「議決

権行使コード」及びご自身で設定された「パスワード」を入力いただく

必要があります。

（2）スマートフォンをご利用の方

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使

ウェブサイトログインQRコード」を読み取りいただくことにより、「議

決権行使コード」及び「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議

決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。

なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再

度QRコードを読み取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コー

ド」及び「パスワード」を入力いただく必要があります。

(QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。)

３. 議決権行使のお取扱いについて

（1）議決権の行使期限は、2026年８月26日(水曜日)午後５時15分までとなっ

ておりますので、お早めの行使をお願いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

（2）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業

者の料金(接続料金等)は、株主様のご負担となります。

（3）パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によって

は、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。

４．パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて

（1）パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認

するための重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いくださ

い。

（2）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワー

ドの再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（3）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本株主総会に

限り有効です。

５．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

（1）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合

は以下にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

[電話] 0120(652)031 (受付時間　9:00～21:00)

（2）その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。

ア.証券会社に口座をお持ちの株主様

お取引されている証券会社にお問い合わせください。

イ.証券会社に口座のない株主様(特別口座の株主様)

三井住友信託銀行　証券代行部

[電話]0120(782)031(受付時間　9:00～17:00　土・日・祝日及び

　　　　　　　　　 12/31～1/3を除く。)
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事業の経過及び成果、対処すべき課題、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状
況、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、従業員の状況、主要な借入先

( 2025年６月１日から
2026年５月31日まで )

事 業 区 分

第184期

(2025年５月期)

第185期

(2026年５月期)
前期比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

板 紙 事 業 10,188,696千円 88.4％ 9,823,358千円 87.5％ △365,338千円 △3.6％

美粧段ボール事業 1,334,070 11.6 1,398,171 12.5 64,100 4.8

合　　計 11,522,767 100.0 11,221,529 100.0 △301,237 △2.6

事　 業　 報　 告

１.会社の現況に関する事項
(１)事業の経過及び成果

　当期におけるわが国経済は、米国の通商政策による影響がありなが
らも、雇用・所得環境の改善等により緩やかな回復基調で推移しまし
た。一方で、不安定な為替変動、中東情勢が燃料・資材の調達に与え
る影響等、先行き不透明な状況が続いております。
　板紙業界におきましては、景気の回復に後押しを受けながらも、実
質所得の伸びが物価上昇に追いつかないことから個人消費が力強さに
欠け、国内板紙需要は前年をわずかに下回るペースで推移しました。
また、燃料・資材価格の上昇に加え、働き手の減少で人材の確保が難
しい状況が続いており、当社を取り巻く経営環境は厳しさを増してい
ます。
　こうした環境のなか、当社は主要製品である段ボール原紙他板紙の
安定した生産、コスト上昇に対応するための製品価格改定の浸透に注
力するとともに、サステナブルな企業経営を実現するため、人的資本
への投資及び環境負荷低減への取組を継続してまいりました。
　経営成績については、板紙の国内販売量が減少し減収となりまし
た。また、主な原料である古紙の価格は安定して推移したものの、労
務費や設備の維持管理にかかる費用の増加といった要因から、前期比
で減益となりました。
　事業別では、板紙事業におきましては、販売数量が前期比1.0％減と
なり、売上高は9,823百万円(前期比3.6％減)と減収となりました。損
益については、セグメント利益は940百万円(前期比12.7％減)となりま
した。
　美粧段ボール事業におきましては、主力の青果物向け製品をはじめ
幅広い製品で価格改定が進むなど販売が堅調で、売上高は1,398百万円
（前期比4.8％増）と増収、損益も改善してセグメント利益０百万円
(前期はセグメント損失44百万円)となりました。
　以上の結果、当期の売上高は11,221百万円(前期比2.6％減)、営業利
益は940百万円(前期比8.9％減)、経常利益は1,092百万円(前期比4.8％
減)、当期純利益は821百万円(前期比2.9％増)となりました。
　なお、事業別の売上高は、次のとおりであります。
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事業の経過及び成果、対処すべき課題、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状
況、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、従業員の状況、主要な借入先

(２)設備投資の状況
　当期中に実施いたしました設備投資の総額は601百万円であります。
　その主なものは、中芯原紙を製造するＮ３号抄紙機の給排気設備の
更新、旭川取水管の更新、美粧段ボール用グルアー更新であります。

(３)資金調達の状況

　当期は新たな資金調達は行っておりません。

(４)対処すべき課題
　主に包装用資材を製造・販売する当社の営業活動は国内外の景気動
向に大きく影響を受けるところ、今後のわが国経済は雇用・所得環境
が改善に向かうなかで緩やかな景気の持ち直しが期待される一方、中
東情勢の影響による燃料・資材価格の高騰等引き続き不透明な状況が
続くことが予測されます。
　このような状況のもと、当社ではサステナブルな企業経営を実現す
るための重要課題（マテリアリティ）、特に人的資本への投資と環境
負荷低減を中心に引き続き取り組んでまいります。
　生産面では従来にも増して需要に見合った生産体制の構築と更なる
コスト低減、営業面では適正価格の維持と新規取引先の開拓に努め、
環境の変化に対応した経営を行うべく、以下の項目を重点課題として
全社一丸となって目標の達成に向けて一層の努力を重ねてまいりま
す。

サステナブルな企業経営を実現するための取組
　当社が持続可能（サステナブル）な成長を続けるために、人材を
最優先すべき資本のひとつと位置づけ、継続的に投資を行うことで
競争力を確保することを目指し、人材育成、社内環境整備に取り組
んでまいります。また、環境負荷の低減をはじめとしたＥＳＧ（環
境・社会・企業統治）に配慮した事業運営を行うことで、今後もよ
き企業市民として地域社会と共生し、企業価値向上に向けた活動を
続けてまいります。

営業力の強化
　生産・販売の両部門が一体となった体制で非価格競争力を強化
し、適正価格の維持と販売量の安定確保を両立させることに努める
とともに採算重視の営業活動に徹します。また、特に美粧段ボール
事業ではデジタル印刷を中心とした提案力の強化により新規取引先
の開拓を推進し、強固な営業基盤の確立を図るよう役職員一丸とな
って販売活動を強力に推進してまいります。

省エネ・生産効率向上と製品開発力の向上
　コスト競争力は企業存続の条件との認識にたち、原燃料等の価格
変動に対処するため、省エネや省力化、生産効率向上に寄与する投
資を積極的に推進し、更なるコスト低減策に取り組むとともに、併
せてユーザーニーズに合った製品開発力を強化してまいります。
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事業の経過及び成果、対処すべき課題、直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状
況、主要な事業内容、主要な営業所及び工場、従業員の状況、主要な借入先

原材料の安定調達と資材調達コストの低減
　当社にとって原材料の安定調達は企業活動を続けていく上で、最
重要課題であると同時に、資材調達コストが即収益に大きな影響を
及ぼすことを十分認識し、市況動向等を注視し原材料の計画的かつ
安定的な調達に努め資材コスト低減を図ってまいります。

　株主の皆様におかれましては、一層のご理解とご支援を賜りますよう

お願い申しあげます。

区　　分
2022年度
第182期

2023年度
第183期

2024年度
第184期

2025年度
第185期

売上高(千円) 10,870,057 11,511,853 11,522,767 11,221,529

経常利益(千円) 693,057 1,779,545 1,147,883 1,092,770

当期純利益(千円) 494,920 1,157,182 798,698 821,737

１株当たり当期純利益 101円38銭 250円19銭 172円31銭 177円00銭

総資産(千円) 14,990,746 17,822,850 16,593,530 18,518,807

純資産(千円) 10,534,475 12,236,475 12,944,348 14,481,388

(５)財産及び損益の状況

(６)重要な親会社及び子会社の状況

　該当事項はありません。

(７)主要な事業内容

　当社は、主として次の事業を行っております。

板紙事業　　　　　中芯原紙、紙管原紙、平板の製造・販売

美粧段ボール事業　美粧段ボールの製造・販売

(８)主要な営業所及び工場

　本社営業所・工場　　　岡山市南区浜野１丁目４番34号

　大阪加工営業所　　　　大阪市淀川区三津屋中３丁目１番13号Ａ

従業員数(前期末比増減) 平 均 年 令 平 均 勤 続 年 数

204名 (12名) 43.1歳 16.0年

(９)従業員の状況（2026年５月31日現在）

(10)主要な借入先

　当社の主な取引銀行は、株式会社中国銀行、三井住友信託銀行株式

会社及び農林中央金庫でありますが、借入金はありません。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

(１)発行可能株式総数 22,000,000株

(２)発行済株式の総数 5,500,000株

(うち自己株式) (855,076株)

(３)株主数 2,934名

株　主　名 持　株　数 持　株　比　率

王 子 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 2,268千株 48.84％

I N T E R A C T I V E  B R O K E R S  L L C 235 5.07

株 式 会 社 中 国 銀 行 213 4.58

U S B K  N A  J P  I & W  T S 125 2.69

須 山 木 材 株 式 会 社 62 1.33

細 羽 　 強 53 1.15

岡 﨑 達 也 53 1.15

岡 﨑 直 也 52 1.13

岡 山 製 紙 従 業 員 持 株 会 49 1.07

津  川  孝 太 郎 48 1.05

区　分 株　式　数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役及び

社外取締役を除く。）
6,200株 4名

２. 会社の株式に関する事項(2026年５月31日現在)

(４)大株主(上位10名)

(注)１. 当社は、自己株式を855,076株保有しておりますが、上記大株主からは除外

しております。

２. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

(５)当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の
状況

　　当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

３. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 宮　田　　正　樹
取締役 後　藤　　直　樹 営業管掌

取締役 狩　山　　昌　功 技術管掌、製紙本部長

取締役 加　藤　　理　夫 管理本部長

取締役(常勤監査等委員) 岡　﨑　　泰　夫

取締役(選定監査等委員) 田　井　　廣　志

取締役(監査等委員) 中　野　　　　学

取締役(監査等委員） 加　来　　典　子
弁護士法人後楽総合法律事務所
所属弁護士
ローツェ株式会社社外監査役

取締役(監査等委員) 岡　﨑　　達　也 岡山ガス株式会社代表取締役社長

４. 会社役員に関する事項
(１)取締役の氏名等(2026年５月31日現在)

(注)１. 取締役（監査等委員）田井　廣志、同　中野　学、同　加来　典子 及び 同　
岡﨑　達也の４氏は、社外取締役であります。

２. 取締役（監査等委員）田井　廣志、同　中野　学 及び 同　加来　典子の３
氏を東京証券取引所の定める独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
ります。

３. 取締役（監査等委員）岡﨑　泰夫氏及び岡﨑　達也氏は、以下のとおり財務
及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
・取締役（常勤監査等委員）岡﨑　泰夫氏は、金融機関において常勤監査
役、取締役監査等委員を務めた経験を有しております。

・取締役（監査等委員）岡﨑　達也氏は、公認会計士として監査法人での勤
務経験を有しております。

４. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実
効性を高め、監査・監督機能を強化するために岡﨑　泰夫氏を常勤の監査等
委員として選定しております。

５. 取締役（監査等委員）岡﨑　泰夫、同　田井　廣志、同　中野　学、同　　
加来　典子 及び 同　岡﨑　達也の５氏と当社とは、会社法第427条第１項
の規定に基づき、任務を怠ったことによって生じた当社に対する損害賠償責
任を法令に定める最低責任限度額とする旨の責任限定契約を締結しておりま
す。

６. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保
険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の
取締役及び執行役員であり、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこ
と、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのあ
る損害を、当該保険契約により填補することとしております。ただし故意ま
たは重過失に起因して生じた当該損害は填補されない等の免責事由がありま
す。なお、被保険者は保険料を負担しておりません。

－ 9 －
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(２)取締役の報酬等

①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等

当社は、2022年６月14日開催の取締役会において、取締役（監査等
委員である取締役を除く。以下①内において同じ。）の個人別の報酬
等の内容に係る決定方針等を決議しております。また、取締役会は、
当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容が
取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、
当該決定方針に沿うものであると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は次の

とおりであります。

1.基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセン

ティブとして十分に機能するよう株主利益を意識した報酬体系と

し、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な

水準とすることを基本方針とする。具体的には、取締役の報酬は、

固定報酬としての基本報酬、賞与及び株式報酬により構成し、支払

うこととする。

2.基本報酬、賞与の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等

を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

基本報酬は、月例の固定報酬とし、その個人別の報酬額は、取締

役の役位、職責及び在任年数、当社の業績並びに従業員給与の水準

を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

また、賞与は、原則として毎年６月、12月の支払いとし、その個

人別の報酬額は、取締役の役位、職責及び在任年数、当社の業績並

びに従業員給与の水準を考慮しながら総合的に勘案して決定するも

のとする。

3.非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針

（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

非金銭報酬等は、原則として毎年10月に交付する譲渡制限付株式

とし、その個人別の内容は、取締役の役位、職責及び在任年数並び

に当社の業績を考慮しながら、総合的に勘案して決定した方針に基

づく内部規定によるものとする。

4.基本報酬の額、賞与の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別

の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

取締役の個人別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模

や関連する業種・業態に属する企業の水準等を参考にして決定する

ものとする。

－ 10 －
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区　　分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)
対象となる

役員の員数(名)基本報酬 非金銭報酬等

取締役(監査等委員で

ある取締役を除く。)
67,809 57,580 10,229 5

取締役(監査等委員）

(うち社外取締役)

31,400

(20,850)

31,400

(20,850)

－

(－)

5

(4)

合　　計 99,209 88,980 10,229 10

5.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法に関する事項

個人別の基本報酬額及び賞与額については、株主総会により決議

された報酬総額の範囲内で、報酬委員会で審議の上、取締役会にて

決議し決定するものとする。

なお、株式報酬については、株主総会により決議された報酬総額

の範囲内で、取締役個人別の割当株式数を内部規定によって算出

し、報酬委員会で審議の上、取締役会にて決議する。

②当事業年度に係る報酬等の総額

(注)１. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額には、使用人兼務取締

役の使用人分給与及び賞与等は含まれておりません。

２. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2018年８月28

日開催の第177回定時株主総会において年額200百万円以内(使用人分給与及

び賞与等は含まず。)と決議いただいております。当該定時株主総会終結時

点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名であります。

３. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2018年８月28日開催の第177回定

時株主総会において年額60百万円以内と決議いただいております。当該定時

株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は４名であります。

４. 2018年８月28日開催の第177回定時株主総会において当該報酬限度額の範囲

内で、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対し

て、譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、

取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）につき、年額50

百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役

（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の員数は４名でありま

す。

５．株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値

向上への貢献意欲を従来以上に高めるため、取締役（監査等委員である取締

役及び社外取締役を除く。）に対して非金銭報酬として譲渡制限付株式を交

付しております。その交付状況は「２．(５)当事業年度中に職務執行の対価

として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載のとおりであります。

－ 11 －
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(３)社外役員に関する事項

①取締役（選定監査等委員）　田井　廣志

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との

関係

　該当事項はありません。

ロ. 当事業年度における取締役会及び監査等委員会への出席状況

　当事業年度開催の取締役会15回全てに出席し、また、監査等

委員会10回全てに出席しました。

ハ. 取締役会及び監査等委員会における発言状況並びに期待される

役割に関して行った職務の概要

　主に製紙業界における豊富な経験と幅広い専門知識を活かし

た発言を行っております。また、任意の指名委員会及び報酬委

員会の委員長を務め、業務執行を行う経営陣から独立した客観

的な立場から意思決定における妥当性・適正性を確保するため

の助言・提言をいただいております。

②取締役（監査等委員）　中野　学

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との

関係

　該当事項はありません。

ロ. 当事業年度における取締役会及び監査等委員会への出席状況

　当事業年度開催の取締役会15回全てに出席し、また、監査等

委員会10回全てに出席しました。

ハ. 取締役会及び監査等委員会における発言状況並びに期待される

役割に関して行った職務の概要

　主に素材メーカーの技術者としての豊富な業務管理経験に基

づいた発言を行っております。また、任意の指名委員会及び報

酬委員会の委員を務め、業務執行を行う経営陣から独立した客

観的な立場から意思決定における妥当性・適正性を確保するた

めの助言・提言をいただいております。
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③取締役（監査等委員）　加来　典子

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との

関係

　加来典子氏は弁護士法人後楽総合法律事務所の所属弁護士及

びローツェ株式会社の社外監査役であります。弁護士法人後楽

総合法律事務所は当社と法律顧問契約を締結しており、当社か

ら同事務所に対し弁護士報酬の支払いがありますが、その金額

は些少であり、当社及び同事務所のいずれにとっても同氏の独

立性に影響を与えるものではないと判断しております。なお、

当社とローツェ株式会社との間には特別の利害関係はありませ

ん。

ロ. 当事業年度における取締役会及び監査等委員会への出席状況

　当事業年度開催の取締役会15回全てに出席し、また、監査等

委員会10回全てに出席しました。

ハ. 取締役会及び監査等委員会における発言状況並びに期待される

役割に関して行った職務の概要

　主に弁護士として法律の専門家としての立場から企業法務の

実務経験に基づいた発言を行っております。また、任意の指名

委員会及び報酬委員会の委員を務め、業務執行を行う経営陣か

ら独立した客観的な立場から意思決定における妥当性・適正性

を確保するための助言・提言をいただいております。

④取締役（監査等委員）　岡﨑　達也

イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との

関係

　岡﨑達也氏は岡山ガス株式会社の代表取締役社長でありま

す。同社は当社と特定関係事業者の関係にあり、当社との間に

は、当社が使用する主燃料の産業用ガス購入取引があります。

ロ. 当事業年度における取締役会及び監査等委員会への出席状況

　当事業年度開催の取締役会15回全てに出席し、また、監査等

委員会10回全てに出席しました。

ハ. 取締役会及び監査等委員会における発言状況並びに期待される

役割に関して行った職務の概要

　主に経営者としての高い見識と経験、監査法人勤務で培った

財務会計に関する知見に基づいた発言を行っております。業務

執行を行う経営陣から独立した客観的な立場から意思決定にお

ける妥当性・適正性を確保するための助言・提言をいただいて

おります。
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他

の財産上の利益の合計額
23,000

５. 会計監査人の状況
(１)名称　　ＰｗＣ Ｊａｐａｎ有限責任監査法人

(２)報酬等の額

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分

できませんので、当事業年度に係る報酬等の額はこれらの合計額を記載して

おります。

２．監査等委員会が会計監査人の報酬等の額について同意をした理由

監査等委員会は、取締役(監査等委員である取締役を除く。）、社内関係部

門及び会計監査人より必要な資料を入手、報告を受けた上で会計監査人の監

査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算定根拠について

確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監

査人の報酬等について同意しております。

(３)非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(４)会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合には、監査等委員会は会計監査人を解任します。

　また会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると認めら

れる場合、監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当

であると判断される場合には、監査等委員会は会計監査人の解任また

は不再任に関する議案の内容を決定します。
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６. 会社の体制及び方針
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　当社は、内部統制システムを整備し運用することを経営上の重要な課題
としております。そのため、内部統制システムについて、内部環境の変化
に応じ不断の見直しを行い、法令の遵守、業務執行の適正性・効率性の確
保等に向けた改善・充実を図っております。なお、当社は、取締役会にお
いて「内部統制基本方針」につき、以下のとおり決議しております。

1.取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

　役職員が職務を執行するにあたり、自律的行動規範を定めた企業倫理
行動指針をはじめとするコンプライアンス体制に係る規定を、法令・定
款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。また、そ
の徹底を図るため、総務経理部及びコンプライアンス委員会においてコ
ンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に
役職員研修等を行う。
　取締役会の任意委員会として、委員の過半数を独立社外取締役で構成
する指名委員会及び報酬委員会を設置し、取締役の指名及び取締役（監
査等委員である取締役を除く。）の報酬の決定に係る透明性と客観性を
高める。
　内部監査室は、適宜コンプライアンスの状況を監査する。これらの活
動は定期的に取締役会及び監査等委員会に報告する。法令上疑義のある
行為、不正・違反行為等については直接情報提供を行う手段として、内
部通報制度に基づくヘルプラインを設置・運営する。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　職務の執行に係る重要文書は、十分な注意をもって保存・保管に努め
ることとし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。保存対象文書、
保存期間、取扱要領等については文書取扱規程に基づき管理する。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス・財務報告・品質・情報システム・事務処理・環境
等の事業活動の遂行に関連するリスクについては、それぞれの担当部署
において、規則・ガイドラインの制定、マニュアルの作成、研修の実施
等を行い、リスクの予知、予防、管理に努める。リスクが発生した場合
には、リスク管理規程、緊急事態対策規程等の規定に基づき、社長が指
揮する対策本部を設置し、リスクへの対処・最小化に努める。
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会社の体制及び方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　経営の効率化、業務活動の円滑化、責任体制の確立等を図るため、役
職員が共有する職務権限、業務分掌等を定めた職務権限規程、業務分掌
規程等に基づき職務を執行する体制を確立する。また、取締役会による
中期経営計画の策定、同計画に基づく事業部門単位の業績目標と予算の
設定とＩＴを活用した月次業績管理の実施、取締役会による月次業績の
レビューと改善策の検討・実施等によって取締役の職務の執行の効率化
を図る。

5.監査等委員の職務を補助すべき使用人(以下「補助使用人」という。）に

関する事項

　監査等委員は、内部監査室所属員に監査業務に必要な事項を指示・命
令することができるものとし、監査等委員より監査業務に必要な指示・
命令を受けた同所属員はその指示・命令に関して取締役、内部監査室長
等の指揮命令を受けないものとする。また、監査等委員から監査を十分
に行うために補助使用人を必要とする旨の申し出があった場合には、取
締役会は、補助使用人の人数及び地位等の事項について審議の上、その
結果を監査等委員に報告するものとする。

6.補助使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性

に関する事項

　監査等委員会の職務を補助する補助使用人は、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）の指揮命令に服さないものとし、補助使用人の人
事考課については監査等委員会が行うこととする。また、人事異動、報
酬等については監査等委員会の同意を得て、それらの事項を決定するこ
ととする。監査等委員会は、内部監査室に対し、監査等委員会の監査・
監督活動の補助を指示する権限を有し、内部監査室は、実施した結果に
ついて監査等委員会に定期的に報告する。

7.取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会

に報告をするための体制

　経営に関する事項、その他重要事項については、監査等委員会に報告
する体制を確立する。また、必要に応じ役職員が監査等委員会に直接報
告・説明することができるものとし、当該役職員が報告をしたことを理
由として不利な取り扱いを受けないものとする。

8.監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する方針
　監査等委員の請求等に従い、円滑に行うものとする。

9.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制
　監査等委員会が必要と認める場合には、独自に専門の弁護士、公認会
計士を起用し、監査業務に関する助言を受けることができるものとす
る。
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会社の体制及び方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

10.反社会的勢力の排除に向けた体制

(1) 基本方針
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して
は、毅然たる態度で臨み、関係の完全な遮断、排除を行うとともに、付
け入る隙を与えない企業活動を実践する。トラブルが発生した場合には
企業をあげて対応する。

(2) 基本方針に基づく対応

　事業遂行にあたっては企業トップから従業員一人一人に至るまで遵法
の意識を持つと同時に社会的良識を備えた善良な市民としての行動規範
を確立し遵守することにより、企業活動のあらゆるレベルにおいて反社
会的勢力や団体との結びつきを阻止し、健全な企業風土を醸成する。
　①反社会的勢力及び団体との関係遮断に全社的に対応するために、総

務経理部を担当部署とし、窓口は総務経理部（法務担当）とする。
　②反社会的勢力担当部署は、反社会的勢力に関する情報を一元的に管

理・蓄積し、反社会的勢力との関係遮断のための取り組みを実施す
るとともに、社内体制の整備、研修活動の実施、警察、暴力追放運
動推進センター等の外部関係機関との連携を図る。

　③反社会的勢力が取引先や株主となって、不当要求を行う場合の被害
を防止するため、可能な範囲で自社内の取引状況を確認する。ま
た、契約書や取引約款に暴力団排除条項を導入する。

　④反社会的勢力による不当要求がなされた場合には該当情報を速やか
に所属長に報告するとともに、担当部署に報告・相談し、更に担当
部署より取締役会に報告する。

11.財務報告に係る内部統制の整備・運用に関する基本方針

　財務報告に係る内部統制は、その目的とする「業務の有効性及び効率
性、財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令等の遵守及び資産の保
全」の要件を確保するために、業務全体を通じて組織内すべての者が目
的とする事項を踏まえ業務を遂行することをもって財務報告の適正性を
確保することが求められている。
　このため、組織内すべての者は、組織の目的及び内部統制の目的を達
成するため、適時かつ適切に内部統制の整備・運用状況を見直しの上、
その有効性に関し適正なる評価を継続して行い、所期の目的を達成する
ことを基本方針とする。
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会社の体制及び方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

【当社の内部統制基本方針の運用状況】

1.取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

①企業倫理行動指針をはじめとするコンプライアンスに係る規程を遵守
するため、総務経理部を中心に定期的に研修を実施し、コンプライア
ンス意識の徹底を図っている。

②任意の指名委員会及び報酬委員会は取締役会からの諮問を受けて議論
を行い、答申を提出している。

③内部通報制度の見直しを行い、社外通報窓口の更新及び通報者に対す
る不利益防止の体制を整備し運営をしている。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会議事録は、取締役会開催ごとに作成され、取締役会事務局に
より永久保存されている。また、社長決裁稟議については、担当部門に
より10年間保存されている。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　事業活動の遂行に関する重大リスクについては、リスク管理規程、緊
急事態対策規程等の規程に基づき、対策本部を設置し、リスクへの対
処・最小化に努める。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①職務権限規程及び業務分掌規程等に基づき、職務執行する体制を確立
し、経営の効率化を図っている。

②中期経営計画等を査定し、月次業績のレビューと改善策の検討等を行
い、効率化を図っている。

5.監査等委員の職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という。）
に関する事項
　監査等委員が内部監査室所属員に指示・命令を行い、同所属員はその
指示・命令に従って監査等委員の職務の補助を行っている。

6.補助使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性
に関する事項
　専任の内部監査室所属員が所属する内部監査室は取締役（監査等委員
である取締役を除く。)の指揮命令に服さないよう、分離されている。

7.取締役（監査等委員である取締役を除く。)及び使用人が監査等委員会
に報告をするための体制
　役職員が報告したことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止
している。

8.監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する方針
　監査の実効性を確保するために、監査等委員の職務の執行上必要と見
込まれる費用について予算を計上している。

9.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制
　監査等委員が重要な会議等に出席することができる体制を整え、その
適正性を高めるとともに、内部監査室が行う内部監査結果を定期的に監
査等委員会に適宜報告するなど、体制の確保に努めている。
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会社の体制及び方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

10.反社会的勢力の排除に向けた体制
①反社会的勢力による被害を防止するため、基本的な理念や具体的な
対策について、暴力追放運動推進センターの講習を受講している。

②反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係を持たないため
に、当社は契約書締結時に反社会的勢力排除条項を記載するよう徹
底をしている。

11.財務報告に係る内部統制の整備・運用に関する基本方針
　財務報告の信頼性の確保を実現するために、内部統制の有効かつ効
果的な整備・運用を行い、評価基準に基づき財務プロセスの検証を行
っている。

７. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営における最重要課題の一
つと考えており、毎期の配当額については持続的成長に向けた適正な内部
留保の充実と安定的かつ持続的な利益還元を総合的に考慮し、株主資本配
当率（DOE）2.0％以上を目安に決定いたします。
　本方針のもと、2026年５月期の期末配当金につきましては、株主の皆様
への還元を考慮し、前期の期末配当金と同額の１株当たり25円とする配当
案に決定いたしました。これにより既に実施しております１株当たり25円
の中間配当金と合わせ、2026年５月期の年間配当金は１株当たり50円とな
ります。

(注)本事業報告に記載の金額及び株式数は表示単位未満を切り捨て、比率等は表示桁未満を四捨

五入して表示しております。なお、当社への持株比率は表示桁未満を切り捨てて表示してお

ります。
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貸借対照表

(2026年５月31日現在)
(単位　千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

[ 資 産 の 部 ]

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

そ の 他
　

10,417,512

3,262,362

503,898

1,612,218

2,169,782

2,000,000

389,861

22,577

425,950

29,236

3,515

△1,891

8,101,295

3,062,804

646,748

129,966

1,881,309

2,166

65,305

261,433

15,673

60,200

3,671

2,402

1,269

5,034,820

5,019,406

9,793

5,621
　

[ 負 債 の 部 ]

流 動 負 債 2,961,807

電 子 記 録 債 務 776,962

買 掛 金 439,959

リ ー ス 債 務 12,784

未 払 金 659,489

未 払 費 用 722,232

未 払 法 人 税 等 250,537

未 払 消 費 税 等 80,255

預 り 金 19,586

固 定 負 債 1,075,611

リ ー ス 債 務 4,860

繰 延 税 金 負 債 1,031,960

資 産 除 去 債 務 38,790

負 債 合 計 4,037,419

[ 純 資 産 の 部 ]

株 主 資 本 11,267,146

資 本 金 821,070

資 本 剰 余 金 786,692

資 本 準 備 金 734,950

その他資本剰余金 51,742

利 益 剰 余 金 10,153,275

利 益 準 備 金 50,000

その他利益剰余金 10,103,275

配当準備積立金 58,000

別 途 積 立 金 1,091,419

繰越利益剰余金 8,953,855

自 己 株 式 △493,890

評価・換算差額等 3,214,241

その他有価証券評価差額金 3,214,241

純 資 産 合 計 14,481,388

資 産 合 計 18,518,807 負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,518,807

貸　借　対　照　表

(注)記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 20 －



2026/07/16 16:56:56 / 25326979_株式会社岡山製紙_招集通知_電子提供措置用

損益計算書

(2025年６月１日から
2026年５月31日まで)

(単位　千円)

科 目 金 額

売 上 高 11,221,529

売 上 原 価 8,480,595

売 上 総 利 益 2,740,933

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,800,124

営 業 利 益 940,808

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 136,667

そ の 他 16,923 153,591

営 業 外 費 用

そ の 他 1,629 1,629

経 常 利 益 1,092,770

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 6,999

投 資 有 価 証 券 売 却 益 33,553 40,553

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 47 47

税 引 前 当 期 純 利 益 1,133,276

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 371,684

法 人 税 等 調 整 額 △60,145 311,538

当 期 純 利 益 821,737

損　益　計　算　書

(注)記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2025年６月１日から
2026年５月31日まで)

（単位　千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰　余　金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計配当準備

積 立 金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

2025年６月１日残高 821,070 734,950 45,893 780,843 50,000 58,000 1,091,419 8,364,209 9,563,628

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △232,091 △232,091

当 期 純 利 益 821,737 821,737

自己株式の取得

自己株式の処分 5,849 5,849

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

－ － 5,849 5,849 － － － 589,646 589,646

2026年５月31日残高 821,070 734,950 51,742 786,692 50,000 58,000 1,091,419 8,953,855 10,153,275

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

2025年６月１日残高 △497,456 10,668,085 2,276,262 12,944,348

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △232,091 △232,091

当 期 純 利 益 821,737 821,737

自己株式の取得 △15 △15 △15

自己株式の処分 3,581 9,430 9,430

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

937,978 937,978

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計

3,565 599,061 937,978 1,537,040

2026年５月31日残高 △493,890 11,267,146 3,214,241 14,481,388

株主資本等変動計算書

(注)記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(１)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）

商品及び製品、仕掛品

板紙関連品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）

美粧段ボール関連品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）

(２)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 定額法によっております。

(リース資産を除く) なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　12～38年

機械及び装置　５～15年

②無形固定資産 定額法によっております。

なお､自社利用のソフトウェアについては､社内における利

用可能期間(５年)に基づいております。

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存簿価を零と

する定額法によっております。

(３)引当金の計上基準

①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

②退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を

用いた簡便法を適用しております。

(４)収益及び費用の計上基準

当社は、主に板紙事業として段ボール製造用原紙の製造販売及び美粧段ボール事業とし

て青果物等の包装箱や贈答箱の製造販売を行っております。

当該事業においては、契約で合意された仕様の商品又は製品を顧客に提供する履行義務

を識別しております。原則として当該商品又は製品を顧客に引渡した時点でその支配が

顧客に移転し履行義務が充足されると判断していることから、当該商品又は製品の引渡

時点で収益を認識しております。なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98

項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から
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当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に

は、出荷時に収益を認識しております。また、取引から一定の期間後に確定する販売促

進控除の額に係る未確定部分については、変動対価に関する定めに従って、支払いが見

込まれる販売促進控除の見積額を売上高から控除しております。なお、当社の取引に関

する支払条件は通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれ

ておりません。

２. 会計上の見積りに関する注記

(１)固定資産の減損損失の認識の要否

①当事業年度の計算書類に計上した金額

美粧段ボール事業の固定資産の帳簿価額　578,541千円

当社は事業セグメントの美粧段ボール事業として、電化製品、青果物、飲料、食品

等の包装箱や贈答箱の製造販売を行っております。美粧段ボール事業は、営業活動か

ら生じる損益が継続してマイナスとなり、減損の兆候が認められたことから、減損損

失を認識するかどうかの判定を行っております。減損損失の認識の判定において、経

営計画等に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額が当該資産グループの帳簿価

額を上回っていることから、当該資産グループの減損損失の認識は不要と判断してお

ります。

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は資産のグルーピングとして、事業用資産については継続的に収支の把握を行

っている管理会計上の区分に基づき、また遊休資産については個別物件単位で行って

おります。

固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資

産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場

合には、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）

まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

割引前将来キャッシュ・フローは、取締役会で決議された中期経営計画に基づき見

積もった将来キャッシュ・フロー及び外部専門家から入手した不動産鑑定評価結果等

に基づく正味売却価額によっております。中期経営計画は当事業年度の業績を踏まえ

た上で、主要な仮定として当事業年度末以降における売上高成長率を含んでおりま

す。

当該将来キャッシュ・フローの見積りは、不確実性を伴い、予測不能な経済環境等

の変化により、資産又は資産グループの評価の前提条件に不利な影響が発生した場合

は、減損損失が発生する可能性があります。

(２)収益の変動対価

①当事業年度の計算書類に計上した金額

未払費用　502,487千円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、販売促進のために取引から一定の期間後に確定する販売促進控除の額に係

る未確定部分を見積額として売上高から控除しております。この見積額は、確定した

販売数量に対する販売促進控除の額といった主要な仮定を含んでおります。販売促進

控除の額は商習慣に基づいた期間に確定した実績を基礎として、その他の既知の要素

に基づいて見積っております。

　見積額と翌期における実際販売促進控除の額に乖離が生じた場合には、翌期の損益

に影響を与える可能性があります。
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株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首

の 株 式 数

当 事 業 年 度 増 加

株 式 数

当 事 業 年 度 減 少

株 式 数

当 事 業 年 度 末

の 株 式 数

普 通 株 式 5,500,000株 －株 －株 5,500,000株

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首

の 株 式 数

当 事 業 年 度 増 加

株 式 数

当 事 業 年 度 減 少

株 式 数

当 事 業 年 度 末

の 株 式 数

普 通 株 式 861,266株 10株 6,200株 855,076株

決 議 株式の種類
配 当 金 の

総 額

１株当たり

配 当 額
基 準 日 効 力 発 生 日

20 2 5年８月27日

定 時 株 主 総 会
普 通 株 式 115,968千円 25円 2 0 2 5年５月31日 20 2 5年８月28日

20 2 6年１月13日

取 締 役 会
普 通 株 式 116,123千円 25円 202 5年11月30日 2 0 2 6年２月３日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配 当 金 の

総 額

１株当たり

配 当 額
基 準 日 効 力 発 生 日

2026年８月27日

定 時 株 主 総 会
普 通 株 式 利益剰余金 116,123千円 25円 2026年５月31日2026年８月28日

３. 貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　     12,822,123千円

４. 株主資本等変動計算書に関する注記

(１)発行済株式の種類及び総数に関する事項

(２)自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、取締役

会の決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものでありま

す。

(３)剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

５. 金融商品に関する注記

(１)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取り組み方針

　当社は、資金運用については短期的な預金及び安全性の高い金融資産等に限定し、

投機的な取引は行わない方針であります。また、資金調達については銀行借入金によ

る方針であります。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒され

ております。有価証券は合同運用指定金銭信託であり、短期的な資金運用として保有

する安全性の高い金融商品であり、信用リスクは僅少であります。また、投資有価証

券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されております。

　営業債務である電子記録債務及び買掛金は、すべてが１年以内の支払期日でありま

す。

③金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権については、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を

行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。
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（単位　千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券 5,018,145 5,018,145 －

資産計 5,018,145 5,018,145 －

貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 1,260

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 5,018,145 － － 5,018,145

合計 5,018,145 － － 5,018,145

　また、有価証券及び投資有価証券については、定期的に保有状況や株式時価を把握

し、四半期毎に取締役会に報告しております。

(２)金融商品の時価等に関する事項

　2026年５月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません

((注)をご参照ください)。

　現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、電子記録債務、買掛金は、短期間

で決済されるものであるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しており

ます。また、有価証券は合同運用指定金銭信託であり、すべて短期であるため、時価は

帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(注)市場価格のない株式等

非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象としてお

りません。

(３)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

ベルに時価を分類しております。

　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
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繰延税金資産

　退職給付引当金 155,596千円

　未払費用 213,905

　未払事業税 15,214

　その他 62,123

繰延税金資産小計 446,840

評価性引当額 △49,593

繰延税金資産合計 397,247

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 1,429,208

繰延税金負債合計 1,429,208

繰延税金負債の純額 1,031,960

法定実効税率 30.46％

 (調整)

評価性引当額 △1.27％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.30％

住民税均等割 0.34％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.65％

税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 △0.59％

その他 △1.10％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.49％

退職給付債務の期首残高 499,723千円

退職給付費用 41,271

退職給付の支払額 △34,444

退職給付債務の期末残高 506,551

年金資産の期首残高 499,058千円

運用収益 10,382

年金資産の期末残高 509,440

６. 税効果会計に関する注記

(１)繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

(２)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の内訳

７. 退職給付に関する注記

(１)採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型の確定給付制度として退職金規程に

基づく退職一時金制度を採用しており、退職給付信託が設定されております。

　なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費

用を計算しております。

(２)確定給付制度

①簡便法を適用した制度の退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表

－ 27 －



2026/07/16 16:56:56 / 25326979_株式会社岡山製紙_招集通知_電子提供措置用

注記事項

積立型制度の退職給付債務 506,551千円

年金資産 △509,440

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △2,889

退職給付引当金（△は前払年金費用） △2,889

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △2,889

簡便法で計算した退職給付費用 41,271千円

種 類 会 社 等 の 名 称

議 決 権 等

の 所 有

( 被 所 有 )

割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容

取 引 金 額

(千円)
科 目

期末残高

(千円)

その他の

関係会社

の子会社

森 紙 販 売 株 式 会 社

(王子ホールディングス

 株式会社の子会社)

(被所有)

直接 0.0

当社製品

の販売
板紙の販売 1,006,120

電子記録

債 権

売 掛 金

406,211

91,942

その他の

関係会社

の子会社

佐 賀 板 紙 株 式 会 社

(王子ホールディングス

 株式会社の子会社)

なし
当社製品

の販売
板紙の販売 362,958 売 掛 金 162,662

その他の

関係会社

の子会社

王子コンテナー株式会社

(王子ホールディングス

 株式会社の子会社)

なし
当社製品

の販売

板紙及び美

粧段ボール

の販売

565,437 売 掛 金 228,558

種 類
会社等の名称

又 は 氏 名

議 決 権 等

の 所 有

( 被 所 有 )

割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容

取 引 金 額

(千円)
科 目

期末残高

(千円)

役員 岡﨑　達也
(被所有)

直接 1.1

当社の仕入先である

岡山ガス株式会社の

代表取締役社長

産業用ガス

購入取引等
1,207,262 未 払 金 106,516

③退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び

前払年金費用の調整表

④退職給付費用

８. 関連当事者との取引に関する注記

(１)その他の関係会社の子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉

の上で決定しております。

(２)役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)「ガス需給に関する基本契約書」及び「ガス需給契約書」を締結して市場価格で購

入しております。

－ 28 －
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注記事項

(１)１株当たり純資産額 3,117円68銭

(２)１株当たり当期純利益 177円00銭

報告セグメント

合計
板紙事業

美粧段

ボール事業
計

一時点で移転される財

一定の期間にわたり移転される財

9,823,358

－

1,398,171

－

11,221,529

－

11,221,529

－

顧客との契約から生じる収益 9,823,358 1,398,171 11,221,529 11,221,529

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 9,823,358 1,398,171 11,221,529 11,221,529

期首残高 38,790千円

時の経過による調整額 －

資産除去債務の履行による減少額 －

期末残高 38,790

９. １株当たり情報に関する注記

10. 収益認識に関する注記

(１)顧客との契約から生じる収益を分解した情報 （単位　千円）

(２)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.重要な会計

方針に係る事項に関する注記（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。

(３)当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

該当事項はありません。

11. その他の注記

資産除去債務関係

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

①当該資産除去債務の概要

　建物等の撤去時に発生するアスベスト除去費用であります。

②当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を各建物の耐用年数に応じて見積り、割引率は既に使用見込期間を経

過していることから、割引計算を行っておりません。

③当該資産除去債務の総額の増減

－ 29 －
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2026年７月10日

株式会社岡山製紙
　

取 締 役 会 　 御 中
　

ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人
京都事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 浦　上　卓　也

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 宮　脇　亮　一
　

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社岡山製紙の2025年

６月１日から2026年５月31日までの第185期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響
度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書
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会計監査人の監査報告書謄本

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　　上
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監査等委員会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2025年６月１日から2026年５月31日までの第185期事業年度にお
ける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のと
おり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号 ロ 及び ハ に掲げる事項に関
する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を
実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用
人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調
査しました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。又、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」(企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表）及びその附属明細書
について検討いたしました。

２. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。又、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

2026年７月10日

株式会社 岡山製紙　監査等委員会
　

常勤監査等委員 岡 﨑 　 泰 夫 ㊞

監 査 等 委 員 田 井 　 廣 志 ㊞

監 査 等 委 員 中 野 　 　 学 ㊞

監 査 等 委 員 加 来 　 典 子 ㊞

監 査 等 委 員 岡 﨑 　 達 也 ㊞
　　　(注)　監査等委員　田井廣志、中野　学、加来典子　及び　岡﨑達也は、会社法第２条

第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告書

－ 32 －
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剰余金の処分の件

株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件
期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様への適切な利益還元を経営における最重要課題の一つと考えてお
り、毎期の配当額については持続的成長に向けた適正な内部留保の充実と安定的かつ持
続的な利益還元を総合的に考慮し、株主資本配当率（DOE）2.0％以上を目安に決定いた
します。
　本方針のもと、当期の期末配当につきましては、次のとおりとさせていただきたく存
じます。
１. 配当財産の種類

金銭といたします。
２. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式　　１株につき　金25円　　　　総額　116,123,100円
３. 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年８月28日といたしたいと存じます。

－ 33 －
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取締役４名選任の件

候補者
番 号

氏名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１

みや

宮
た

田
 

　
まさ

正
き

樹

(1965年７月31日)

（再　任）

1988年４月 当社入社
2016年６月 当社製紙工場長
2017年８月 当社執行役員製紙工場長
2019年６月 当社執行役員製紙本部長

2019年８月 当社取締役製紙本部長

2022年６月 当社取締役加工本部長

2023年３月 当社取締役管理本部管掌
2023年８月 当社代表取締役社長　管理本部管

掌
2024年８月 当社代表取締役社長(現任)

18,900株

【取締役候補者とした理由】
宮田正樹氏は、製紙工場長、製紙本部長を歴任し、板紙製造に関する豊富な知
識と経験を有しております。また、当社取締役加工本部長、管理本部管掌を経
験し、2023年８月から取締役社長として当社の経営全般におけるリーダーシッ
プを発揮し職務を遂行していることから、引き続き取締役として適任であると
判断したためであります。

２

ご

後
とう

藤
 

　
なお

直
き

樹

(1967年４月10日)

（再　任）

1993年１月 高崎製紙株式会社(現　王子マテ
リア株式会社)入社

2021年６月 当社執行役員製紙本部副本部長
(営業担当)

2022年８月 当社取締役営業管掌
2026年６月 当社取締役営業管掌、加工本部管

掌（現任）

6,300株

【取締役候補者とした理由】
後藤直樹氏は、大手板紙メーカーにおいて国内外での営業活動に携わり、板紙
事業に関する豊富な実績と経験を有しております。2021年６月から当社執行役
員として、2022年８月から取締役として販売拡大に貢献しており、引き続き取
締役として適任であると判断したためであります。

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）４名全員は本総
会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役４名の選任をお願いいたし
たいと存じます。
　なお、各候補者の指名につきましては、取締役会の任意の諮問機関である指名委員会に諮
ったうえで取締役会の決議により決定しております。また、当社の監査等委員会は、全ての
取締役候補者について適任であると判断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役４名選任の件

候補者

番 号

氏名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 の 数

３

かり

狩
やま

山
 

　
まさ

昌
のり

功

(1965年10月11日)

（再　任）

1984年４月 当社入社
2020年６月 当社製紙本部製造部長
2021年８月 当社執行役員製紙本部副本部長
2022年６月 当社執行役員製紙本部長
2023年８月 当社取締役技術管掌、製紙本部長

(現任)

5,200株

【取締役候補者とした理由】
狩山昌功氏は、製紙本部製造部長、製紙本部長を歴任し、板紙製造に関する豊
富な知識と経験を有しております。2021年８月から当社執行役員として、2023
年８月から取締役として製造・技術部門を中心にリーダーシップを発揮してお
り、引き続き取締役として適任であると判断したためであります。

４

か

加
とう

藤
 

　
みち

理
お

夫

(1962年２月19日)

（再　任）

1985年４月 神崎製紙株式会社（現　王子ホー
ルディングス株式会社）入社

2009年６月 新タック化成株式会社取締役管理
本部長

2011年６月 王子エフテックス株式会社中津工
場事務部長

2016年６月 九州パッケージ株式会社取締役総
務部長

2017年６月 王子ホールディングス株式会社監
査役室長

2020年４月 王子タック株式会社経営管理部長
2023年３月 当社管理本部長
2023年６月 当社執行役員管理本部長
2024年８月 当社取締役管理本部長(現任)

2,500株

【取締役候補者とした理由】
加藤理夫氏は、大手製紙メーカーで長年にわたり組織の運営管理に携わり、製
紙業界及び組織運営に関する豊富な知見を有しております。2023年６月から当
社執行役員管理本部長として、2024年８月から取締役として経営体制の構築・
整備等に貢献しており、引き続き取締役として適任であると判断したためであ
ります。

(注)１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社

との間で締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の「４．会社役員
に関する事項」に記載のとおりであります。各候補者が選任され取締役に就任した
場合、各氏は当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新
時においても同内容での更新を予定しております。
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監査等委員である取締役５名選任の件

候補者

番 号

氏名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 の 数

１

おか

岡
ざき

﨑　
やす

泰
お

夫

(1958年２月９日)

（再　任）

1980年４月 株式会社中国銀行入行

2002年７月 同行玉支店長

2005年２月 同行鴨方支店長

2007年10月 同行新市支店長

2009年６月 同行総務部長

2012年６月 同行常勤監査役

2016年６月 同行取締役監査等委員

2019年６月 中銀事務センター株式会社　代表

取締役社長

2023年６月 当社顧問

2023年８月 当社取締役（常勤監査等委員）

(現任)

0株

【監査等委員である取締役候補者とした理由】

岡﨑泰夫氏は、上場会社である株式会社中国銀行で常勤監査役、取締役監査等
委員を務め、監査に関する豊富な業務経験と幅広い知見を有しており、引き続
き当社の取締役の職務執行の監査を公正かつ適切に遂行することが期待できる
と判断したためであります。

２

た

田
い

井

 

　
ひろ

廣
し

志

(1949年２月24日)

（再　任）

1972年４月 王子製紙株式会社(現　王子ホー

ルディングス株式会社)入社

2005年６月 王子コンテナー株式会社取締役管

理本部長

2005年10月 王子チヨダコンテナー株式会社取

締役管理本部副本部長

2006年６月 王子板紙株式会社取締役

2007年６月 同社常務取締役

2009年６月 王子製紙株式会社(現　王子ホー

ルディングス株式会社)監査役

2013年６月 同社監査役退任

2014年８月 当社取締役

2018年８月 当社取締役（選定監査等委員）

(現任)

0株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

田井廣志氏は、板紙業界及び企業経営に関する豊富な知見を有しており、業務
執行を行う経営陣から独立した立場から、引き続き当該知見を活かして取締役
の業務執行に対する監督、助言等をいただくことを期待したためであります。
また、同氏が選任された場合は、指名委員・報酬委員として当社の取締役候補
者の選定や報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定で
す。

第３号議案　監査等委員である取締役５名選任の件
　監査等委員である取締役５名全員は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま
しては、監査等委員である取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、各候補者の指名につきましては、取締役会の任意の諮問機関である指名委員会に諮
ったうえで取締役会の決議により決定しております。また、本議案に関しましては、監査等
委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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監査等委員である取締役５名選任の件

候補者

番 号

氏名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 の 数

３

なか

中
の

野

 

　
まなぶ

学

(1957年12月26日)

（再　任）

1983年４月 株式会社クラレ入社
2005年５月 禾欣可楽麗超繊皮(嘉興)有限公司

副総経理
2008年４月 株式会社クラレ岡山事業所クラリ

ーノ開発部長
2010年４月 同社岡山事業所クラリーノ生産・

技術開発部長
2013年４月 同社クラリーノ事業部副事業部長
2018年３月 同社退社
2018年４月 倉敷開発株式会社代表取締役社長

2020年12月 同社取締役

2022年８月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

2024年９月 倉敷開発株式会社取締役退任

0株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
中野学氏は、大手素材メーカーにおいて生産・技術開発に長く携わり豊富な知
見を有するとともに事業経営の経験もあり、引き続き当該知見を活かして取締
役の業務執行に対する監督、助言等をいただくことを期待したためでありま
す。また、同氏が選任された場合は、指名委員・報酬委員として当社の取締役
候補者の選定や報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定
です。

４

か

加
く

来

 

　
のり

典
こ

子

(1979年８月14日)

（再　任）

2011年12月 弁護士登録（岡山弁護士会）

田野法律事務所（現　弁護士法人

後楽総合法律事務所）入所（現

任）

2022年８月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

2024年５月 ローツェ株式会社社外監査役（現

任）

重要な兼職の状況

　弁護士法人後楽総合法律事務所 所属弁護士

　ローツェ株式会社社外監査役

0株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
加来典子氏は、弁護士として企業法務に精通しており、法律の専門家としての
立場から、引き続き取締役の業務執行に対する監督、助言等をいただくことを
期待したためであります。また、同氏が選任された場合は、指名委員・報酬委
員として当社の取締役候補者の選定や報酬等の決定に対し、客観的・中立的立
場で関与いただく予定です。
なお、同氏は社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験はあ
りませんが、上記の理由により監査等委員である社外取締役としての職務を適
切に遂行することができるものと判断しております。
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監査等委員である取締役５名選任の件

候補者

番 号

氏名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 の 数

５

おか

岡
ざき

﨑
 

　
たつ

達
や

也

(1974年12月17日)

（再　任）

2000年10月 監査法人トーマツ（現　有限責任

監査法人トーマツ）入所

2007年３月 岡山ガス株式会社監査役

2014年３月 同社取締役

2014年７月 同社取締役副社長

2019年３月 同社代表取締役社長（現任）

2024年８月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

重要な兼職の状況

　岡山ガス株式会社代表取締役社長

53,764株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

岡﨑達也氏は、当社の事業拠点である岡山で企業経営に携わり、企業経営と地
域経済への豊富な知見を有していることに加え、公認会計士として監査法人で
の勤務経験があることから、財務及び会計に精通しており、引き続きこれらの
知見を活かして取締役の業務執行に対する監督、助言等をいただくことを期待
したためであります。

(注)１．岡﨑　達也氏は、岡山ガス株式会社の代表取締役社長であり、当社は同社との間に
産業用ガス購入取引があります。
加来　典子氏は、当社が法律顧問契約を締結している弁護士法人後楽総合法律事務
所に所属しており、当社は同事務所に対し弁護士報酬の支払いをしておりますが、
直近事業年度に同事務所に支払った報酬額は２百万円未満であり、当社及び同事務
所のいずれにとっても同氏の独立性に影響を与えるものではないと判断しておりま
す。
その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．田井　廣志氏、中野　学氏、加来　典子氏及び岡﨑　達也氏は、監査等委員である
社外取締役候補者であります。

３．田井　廣志氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、その在任期間は、本総会
終結の時をもって12年となります。また、同氏は現在、当社の監査等委員である取
締役でありますが、その在任期間は、本総会終結の時をもって８年となります。

４．中野　学氏、加来　典子氏及び岡﨑　達也氏は、現在、当社の監査等委員である社
外取締役でありますが、その在任期間は、本総会終結の時をもって中野　学氏及び
加来　典子氏は４年、岡﨑　達也氏は２年となります。

５．岡山ガス株式会社は、会社法施行規則第２条第３項第19号に定める特定関係事業者
であり、岡﨑　達也氏は同社における業務執行者（役員）であります。

６．当社は、田井　廣志氏、中野　学氏及び加来　典子氏を東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており、３氏の再任が承認された場
合には、引き続き独立役員とする予定であります。

７．岡﨑　泰夫氏、田井　廣志氏、中野　学氏、加来　典子氏及び岡﨑　達也氏と当社
とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによって生じた当
社に対する損害賠償責任を法令に定める最低責任限度額とする旨の責任限定契約を
締結しております。各氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であり
ます。

８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間で締結しており、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の「４．会社役員
に関する事項」に記載のとおりであります。各候補者が選任され監査等委員である
取締役に就任した場合、各氏は当該保険契約の被保険者となります。また、当該保
険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上
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スキルマトリックス

氏名

及び

当社における地位

属性 性別
指名・
報酬
委員会

①企業
　経営

②営業
・ﾏｰｹﾃｨ
ﾝｸﾞ

③財務
・会計

④技術
・製造
・研究
　開発

⑤人事
・労務

⑥購買
・調達

⑦法務
・ﾘｽｸﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ

⑧ESG
・ｻｽﾃﾅ
ﾋﾞﾘﾃｨ

⑨IT

宮田　正樹

代表取締役社長

社内 男性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

後藤　直樹

取締役

社内 男性 ○ ○

狩山　昌功

取締役

社内 男性 ○ ○ ○

加藤　理夫

取締役

社内 男性 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岡﨑　泰夫

取締役常勤監査等委員

社内 男性 ○ ○ ○

田井　廣志

取締役選定監査等委員

社外・
独立

男性 ◎ ○ ○ ○ ○

中野　学

取締役監査等委員

社外・
独立

男性 ○ ○ ○ ○ ○

加来　典子

取締役監査等委員

社外・
独立

女性 ○ ○ ○

岡﨑　達也

取締役監査等委員

社外 男性 ○ ○ ○ ○ ○

① 企業経営
持続的な成長と中長期的な企業価値向上、重点課題を解決推進する等のマネジメントス

キル

② 営業･マーケティング 売上の確保や利益の向上、販売力強化に向けた経営戦略の策定等をするスキル

③ 財務･会計
財務･会計面から財務情報を正確かつ迅速に開示し、事業経営と連動した適切かつ十分

な資金調達等をするスキル

④ 技術･製造･研究開発 新製品開発や品質改善、安定操業や原価削減などに結びつける等のスキル

⑤ 人事･労務
人材の確保･能力向上･育成などその価値を最大限に引き出し、当社の中長期的な企業価

値向上へとつなげるスキル

⑥ 購買･調達 原材料の安定調達に関するスキル

⑦ 法務･リスクマネジメント 法務面からコンプライアンスの推進･向上、リスクマネジメントを徹底するスキル

⑧ ESG･サステナビリティ
ガバナンス体制の確立と環境･社会･経済など持続可能な社会の実現に向けた取り組みを

積極的に推進するためのスキル

⑨ IT IT・デジタル技術の導入により経営効率向上、生産性向上等を行うスキル

（ご参考）
取締役会のスキルマトリックス

第２号議案及び第３号議案をご承認いただいた場合の取締役の専門性と経験（スキル）

◎委員長

当社が当社取締役会に必要と考える、各スキルの内容は以下のとおりであります。

－ 39 －
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